




窓口名　　　称 内　　　　　　容

　４　国民健康保険税 国民健康保険税は、前年の所得を基礎に税額が
算出されます。公共事業用地として土地等を譲
渡した場合、翌年の税額や医療機関等での窓口
負担額が増額となる場合があります。

関   係
市町村

　　※　税制等については、適用期限、税率等の見直しが常にあり、また、他の所得等の
　　　　関係でも適用がかわりますので、詳しくは所轄の県税事務所又は税務署等の関係
　　　　機関の窓口で確認してください。

　６　年金関係 年金は、年金の種類により異なります。母子・
老齢福祉年金、障害基礎年金、遺族基礎年金、
恩給、農業者年金等については、所得制限によ
る支給額の停止（一部又は全部）となる場合が
あります。

税務署

関   係
市町村

　７　贈与税 登記名義人が生存されている場合に、登記名義
人以外の方と契約すると、契約された方はその
土地等の財産を登記名義人から取得したものと
見なされ、贈与税が課税されます。そのため、
契約をされた方は翌年に贈与税の申告と納税を
行う必要があります。

　注 夫婦間、親子間であっても登記名義人以外の方と契
        約した場合は、贈与税が課税されます。

税務署

　５　配偶者及び被扶養者に係る
　　　所得税控除

配偶者及び被扶養者の方が土地等を譲渡した場
合、その所得が一定の限度額を超えると、その
年分の配偶者控除又は扶養控除が受けられなく
なることがあります。


